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1. はじめに 

土壌汚染対策法（以下、法）において実施措置として土壌汚染の除去等の措置を適用する場合、汚染除去等

計画を作成するが、計画した汚染の除去等の処理方法（以下、措置技術）に関し、予め適用性の確認を行うこ

とが規定されている 1)。適用性を確認する方法として、法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（以下、

ガイドライン）2) には適用可能性試験を行い処理の効果を確認すること等が記載されている。しかし、その具

体的な方法や手順については示されていない。また、環境省の区域内措置優良化ガイドブック 3) においては適

用可能性試験が「措置技術又は処理技術の適用性を検討する上で、事前に基準不適合土壌等を用いて処理技術

の適用性および適用条件を決定するために、室内等で実施する試験」と定義され、適用性の確認方法の一つに

挙げられているが具体的な手順等は示されていない。そこで、（一社）土壌環境センター（以下、センター）

では、令和 4年度（2022年度）より「土壌汚染の除去等の措置の適用可能性試験に関する調査・検討部会」（以

下、当部会）を立ち上げ、適用可能性評価のための室内試験（以下、室内試験）の方法・手順について検討を

行い、これまでに 5つの措置技術に対してその具体例を提示した 4)。当部会は、第 2期として 2024年度以降も

活動を継続し、検討対象を他の措置技術にも拡大して試験方法や手順の作成を進めている。 

本報では、第一種特定有害物質（ベンゼンを除く）（以下、第一種特定有害物質）による地下水汚染の拡大

の防止を目的として、壁体に配合した鉄粉で第一種特定有害物質を分解する機能を有する透過性地下水浄化壁

を検討対象とし、室内試験の目的、方法・手順および留意点について検討した結果を報告する。なお、今回提

示する試験フローの例および留意点の例は、検討の最終結果ではなく現段階での案であることに留意されたい。 

 

2. 検討対象とする透過性地下水浄化壁の概要 

透過性地下水浄化壁（以下、浄化壁）は、前記のとおり地下水汚染の拡大の防止を目的とした措置技術であ

る 3)。対象地（要措置区域等）の地下水流向下流側に透水性が周辺の帯水層と同等以上に維持された浄化壁を

地中に構築し、汚染された地下水から定常的に汚染物質を除去することにより、対象地からの目標地下水濃度

を超える汚染状態の地下水の拡大を防止する 3)（図－１）。 

浄化壁は、米国において 30件以上の適用実績があ

り 5), 6)、国内でも実施事例をセンターの活動におい

て確認している 7)。地下水汚染除去の原理として分

解と吸着の 2 つがあり 3) 、吸着に関しては 2025 年

度に報告した 4)。本報では、第一種特定有害物質を

対象とする分解に着目し、施工事例が多い鉄粉を用

いた還元分解機能の浄化壁を検討対象とした。当該

機能は、鉄粉を壁体に配合した浄化壁に地下水が接

触した際、鉄粉表面で生じる鉄の溶解に伴って脱塩

素化反応が進行し、第一種特定有害物質を還元分解

するものである 8)。適用可能性試験の検討結果につ

いて以下に述べる。 
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図－１ 透過性地下水浄化壁の概要 3） 
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（S2-18）透過性地下水浄化壁（分解）に関する適用可能性試験の検討
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3. 適用可能性試験の目的 

本試験は、浄化壁を実施措置等として適用する場合に、現地で採取した地下水試料を用いた室内試験により、

処理後（浄化壁透過後）の地下水について確実に浄化目標濃度（例えば目標地下水濃度）を超えない状態にで

きる性能があることを確認する。また、その性能を維持する設計とするために必要なデータを取得することを

目的とする。今回検討対象とした第一種特定有害物質を分解除去する浄化壁の室内試験においては、現地の条

件をふまえ、有効な鉄粉の選定、鉄粉の配合条件（地盤材料への添加量）および壁厚の設計根拠データの取得

を行い、上記の設計に資するものとする。 

 

4. 透過性地下水浄化壁（分解）の適用可能性試験フロー（例）の概要 

透過性地下水浄化壁（分解）の適用可能性試験フロー（例）を図－２に示す。本図には各手順における実施

内容、確認項目および留意点を合わせて記す。 

フローは、以下 5 つの手順から成る。まず、試験前の確認（前提条件等）として、汚染状況（地下水等）、

地盤条件および現場条件等を確認・整理する。次に分析・試験に用いる地下水を現地で採取し、基準不適合物

質等の初期性状を事前に分析して確認する。それらの確認結果を踏まえて室内試験を行い、試験結果を評価する。

以上の検討結果をもとに適用性の評価を行い、実サイトの設計条件設定の基礎データとする。 

 

 

 

図－２ 透過性地下水浄化壁（分解）の適用可能性試験フロー（例）（1/3）  

 

 

：主な留意点および補足説明
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図－２ 透過性地下水浄化壁（分解）の適用可能性試験フロー（例）（2/3）  
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図－２ 透過性地下水浄化壁（分解）の適用可能性試験フロー（例）（3/3） 

 

5. 透過性地下水浄化壁（分解）の適用可能性試験のフロー（例）における留意点および補足説明 

透過性地下水浄化壁（分解）の適用可能性試験フロー（例）（図－２）における留意点および補足説明を以

下に記す。 

 

5.1 試験前の確認（前提条件等） 

対象地が浄化壁の設置に適する地盤条件や施工条件であること等、適用可能性試験の実施の妥当性を判断す

るための前提条件に関し、以下の事項について確認を行う。 

（1）地下水汚染状況等 

土壌汚染状況調査や詳細調査等の報告書を確認し、地下水汚染状況（特定有害物質（対象物質の分解生成

物を含む。以下同じ）の濃度、平面範囲と深さ）等を確認する。 

（2）帯水層の構造（深さ、地下水の流向・流速、透水係数等） 

上記の報告書等から該当情報を確認し、無ければ追加調査等を行い把握する。 

（3）地下水の浄化目標濃度 

浄化目標とする地下水濃度（例えば、目標地下水濃度）を適切に設定する。 

（4）浄化壁の機能に影響を与える物質 

油類や地下水中の無機成分（カルシウム等）は、浄化壁の目詰り等障害の要因となるため留意する 3)。ま

た、鉄粉に影響を与える物質（溶存酸素、硫酸イオン、硝酸イオン、塩化物イオン等）とその濃度について、

製造元等に問い合わせる 8)。 

 

5.2 試料採取 

試験に供する地下水試料の採取地点は、浄化対象物質の汚染状況や特定有害物質以外の影響の有無をふまえ、

浄化壁の設置位置等に適切に設定する。試料容器は、ガイドライン等に則り、JIS K 0094 に準拠した容器を使

用する 2), 9)。採取後の地下水試料は、変質に注意し、冷暗所に保管し、速やかに試験を行うように計画する 9)。

試料必要量は、後述する試験等の計画（想定試験回数等）に基づき設定し、初期性状確認（5.3）において分析

に要する試料量を考慮する 8)。 
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5.3 初期性状確認 

地下水試料について基準不適合物質等の初期濃度を測定する。環境省告示 17 号、ガイドライン Appendix-6

（地下水に含まれる試料採取等対象物質の量の測定方法）に準じて保管および分析を行う 2), 9)。また、前述の

通り、浄化壁の目詰り等障害の要因となる物質および鉄粉に影響を与える物質についても濃度を確認する 3), 8)。 

浄化壁の設置後、鉄粉が酸化することで地下水の pHが上昇する場合があり、地下水に共存する無機成分（カ

ルシウム等）が析出して、浄化壁の透水性が低下する場合がある 3)。pHは、4以下では鉄の溶出促進による耐

久性阻害、10以上では腐食反応の鈍化による反応性阻害が生じる場合がある 10)。溶存酸素は、速やかに鉄を消

費するため耐久性阻害が生じる場合がある 10)。油分は、油膜による水分子を介した電子授受反応の反応性阻害

が生じる可能性がある 10)。 

 

5.4 バッチ試験 

バッチ試験は、浄化対象物質毎に擬一次反応速度定数を求めて、鉄粉の分解性能を確認することを目的とす

る。第一種特定有害物質が鉄粉によって還元分解され、その濃度が指数関数的に減少することが確認される場

合、第一種特定有害物質の分解は擬一次反応で表現することができる 11)。また、鉄粉の種類ごとに求められた

反応速度定数 k（h-1）を比較することで、簡易な反応性比較の指標となることが確認されている 12)。 

（1）準備 

試験容器は、内部の混合状況が見える様に、ガラスバイアル瓶を使用する。鉄粉と水との反応で、水素ガ

スが発生するため、試験容器の大きさは、およそ 3分の 1以上のヘッドスペースが取れる容量とする 8)。 

（2）地下水試料の調製 

汚染状況等を考慮し、地下水試料に浄化対象物質（試薬等）を添加した模擬地下水試料を試験試料として

もよい。試験に使用する地下水試料もしくは模擬地下水試料について、浄化対象物質および分解生成物の濃

度（以下、初期濃度）を測定する 8)。 

（3）分解試験 

試験試料を試験容器（ガラスバイアル瓶）内へ分取し、所定量の鉄粉を試験容器内へ添加する。鉄粉の添

加量は、過去の実績や予備検討等で定める。ヘッドスペースがある場合は、窒素ガス等で置換する。テフロ

ン加工のブチルゴム栓とアルミシール等で密栓をする 8) ,11), 12)。 

試験体の数量は、測定 1回につき 1検体を消費する場合、「作製する試験体の数量（ガラスバイアル瓶本

数）＝鉄粉添加量のケース数×測定回数」となる。分析毎のガラスバイアル瓶を予め準備して測定する場合、

1 本のガラスバイアル瓶を用いて経時変化を測定する場合、どちらの方法でも測定可能である。それぞれの

測定方法に応じた必要本数を作成する 8) ,12)。 

容器を手で 1分程度振とう混合し、地下水と鉄粉が混合されていることを目視で確認する。振とう混合後

は、サイトに近い条件（例：温度は 15℃、暗所）とし、恒温槽内に静置・養生する。養生時間は、地下水が

浄化壁を通過する時間を考慮して設定する 8)。 

分解の進行が自然的要因やその他混入物などの影響ではなく、鉄粉の還元分解による効果であることを確

認するため、鉄粉を添加せず、地下水による影響のみを評価するコントロール試験を行う。また、地下水試

料の代わりに、試験容器に超純水あるいは蒸留水と浄化対象物質を添加したブランク試験を実施し、試験・

分析操作による浄化対象物質の系外への揮発等による濃度の低減が無いことを確認する 8) ,12)。 

（4）測定 

分解の進行をリアルタイムに把握することが望ましいため、試験体中の液相やヘッドスペースガスをガラ

スシリンジで採取してガスクロマトグラフ等で測定する。ただし、測定最終回の試験体は、分解効果を正確

に把握するために、公定法分析を行うことが望ましい。還元剤として用いる鉄粉の種類や特性によっては、

鉄粉添加後に地下水中の pHが変化して自然由来重金属等が溶出する場合があるため、pHを測定する 8)。 

（5）擬一次反応速度定数の計算 

鉄粉による第一種特定有害物質の脱塩素化は、擬一次反応式による評価が成立すると仮定する。汚染源対

策を行う等で初期濃度が変化する場合もあるが、バッチ試験では初期濃度一定として擬一次反応速度定数を

求める。浄化対象物質および分解生成物について、初期濃度、経過時間 t における濃度、経過時間を以下の

式に代入し、擬一次反応速度定数を求める 11), 13)。 

 

ln [経過時間 tにおける濃度(mg/L) / 初期濃度(mg/L)] ＝－[擬一次反応速度定数(1/h)] × [経過時間(h)] 
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（6）鉄粉の評価、浄化壁の壁厚の算出 

試算された壁厚や鉄粉量をふまえ、対象地に浄化壁が設置可能であることを確認する。擬一次反応速度定 

数や分解生成物の生成割合を比較し、設計に使用する鉄粉を選択する 12)。また、擬一次反応速度定数など設

計条件を元に、計画壁厚での耐久年数を試算して確認する。 

バッチ試験の擬一次反応速度定数は、鉄粉の腐食による長期的な影響が考慮されていない。これらの影響

を考慮する場合は、カラム試験等による長期性能の評価が求められる 14)~17)。 

 

5.5 結果の評価およびまとめ 

検討結果から地下水が浄化壁透過後に浄化目標濃度を満足する性能が得られることを確認できた場合、浄化

壁の適用可能性が高いと判断する。 

 

6. おわりに 

本報では、第一種特定有害物質による地下水汚染の拡大防止を目的に、鉄粉を用いた第一種特定有害物質を

分解する透過性地下水浄化壁を検討対象とし、室内試験の目的、方法・手順および留意点について検討した結

果を報告した。今回提示した試験フローの例および留意点のさらなる改善のために、引き続き議論を重ねたい。 
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